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  キーワード：社会教育関係職員の研修  研修機会の減少  多忙化  研修会場が遠い   

研修予算  研修項目   

市町村との連携  社会教育指導員  アンケート 実態把握  業務支援 

情報提供  研修の充実  研修機会 

本県社会教育関係職員の研修の現状について明らかにするとともに、市町村との連携に

より、実践的に研修に取り組む過程を通して、実現可能な研修の充実方策について検討を

行った。 

 

（１） 本県における社会教育関係職員の研修に関する調査結果  

  ・研修費を予算化できていない市町村が増えてきている。予算化している市町村も、ほ

とんどは独自に研修を行っておらず、他機関で実施する研修を活用している。  

  ・市町村には「事業の企画・展開に直結するような力」や「住民のニーズや学習課題を

把握する力」は是非とも身に付けさせたいとの願いがある。 

  ・市町村独自の研修機会が減ってきている。経費、時間的な制約が大きく、多忙化、研

修場所が遠い等の課題を少しでも解決に導く方策が必要となる。  

 

（２）金ケ崎町社会教育指導員の研修実践  

 ア 金ケ崎町担当者との連絡調整・協議  

 イ 研修機会の確保  

ウ 社会教育指導員の実態把握と継続的なアンケートの実施  

エ 社会教育指導員への情報提供及び支援  
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「市町村との連携による研修の充実方策に関する調査研究」 

 

  

文部科学省『社会教育調査報告書』によると、都道府県・市町村教育委員会事務局の

社会教育関係職員は、平成 14 年度の約４万人から９年後の 23 年度には約２万９千人へ

と１万人以上減少し、一方で、非常勤職員の割合は年々増加している。 

公民館職員の傾向も同様であり、平成 14 年度の約５万４千人から９年後の 23 年度は

約４万６千人と８千人近く減少し、非常勤職員（指定管理を含む）の割合は 14 年度比で

約７ポイント高くなっている。また、各地域の公民館等で行われている学級・講座数は、

職員が減少傾向にあるにもかかわらず、平成 17 年度以降あまり変わっていない。 

公民館等で行われている生涯学習・社会教育事業は多様化し、地域社会における様々

な課題を解決することと併せて、地域社会における人づくり、絆づくり・地域づくりを

進めること、また、学習を通じて住民が地域社会に参画していくことが、ますます期待

されている。これらの実現のためには、指導的・支援的立場にある職員の専門的な知識・

技能が求められており、職員研修の充実が欠かせない。 

しかし、同報告書によれば、職員の研修機会は、平成 14 年度と 23 年度を比較すると、

教育委員会社会教育職員（社会教育主事等）を対象とするもの、公民館職員（公民館主

事等）を対象とするもののどちらも減少傾向にあることから、制約が多い中での効果的

な研修の充実が喫緊の課題であるといえる。 

以上のような状況をふまえ、本研究では、本県社会教育関係職員の研修の現状につい

て明らかにするとともに、市町村との連携により、実践的に研修に取り組む過程を通し

て、実現可能な研修の充実方策について探っていこうとするものである。 

 

  

  本研究は、２か年にわたって行う。 

１年次 

（26 年度） 

（１）県内市町村の社会教育関係職員の研修への取組状況を、アンケート

調査や聞き取り調査を取り入れながら明らかにする。 

（２）金ケ崎町と連携した社会教育指導員研修の実践を通して、今後の望

ましい研修のあり方を探る。 

２年次 

（27 年度） 

（１）１年次の検証を踏まえ、金ケ崎町と連携した実践的な研修を進め、

社会教育指導員のスキルアップを図る。 

（２）社会教育関係職員の研修に関する充実方策について明らかにする。 
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 ⌐⅔↑╢ ─  

（１）社会教育関係職員数や研修機会、事業数の変化 

全国はもとより、岩手県においても市町村合併が進み、それに伴う組織再編が行わ

れ、社会教育関係職員と事業数、研修機会に変化をもたらした。以下に、その状況を

本県で毎年実施している「社会教育基本調査」からまとめてみる。 

 

教育委員会事務局の社会教育関係職員数は、平成 17 年度 648 人から 25 年度 491 人

へと約 24％減少している。また、そのうち非常勤の社会教育指導員・その他職員につ

いては、平成 17 年度から 25 年度にかけて 106 人から 93 人へと約 12％減少している。 

社会教育関係職員全体における非常勤の社会教育指導員・その他職員の割合は、平

成 17 年度 16％から 25 年度 19％に増えている。 

 

 ⌐⅔↑╢ ≤ ─⧵ה

─  

 

「岩手県社会教育基本調査」より 
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648 
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県内市町村の公民館数（本・分館）は、平成 17 年度 410 館から 25 年度には 317 館

と、８年間で約 23％減少している（これは、主にいわゆる公民館の地区センター化（教

育委員会部局から首長部局への所管替）によるものである。）。 

一方、公民館で行われている社会教育事業は、平成 20 年度と 25 年度を比較すると、

1.24 倍に増加している。また、１館あたりの平均の社会教育事業数を算出してみると、

平成 20 年度は 26.1 件であるのに対して、25 年度は 37.4 件となり、平成 20 年度と比

べると 25 年度は約 1.43 倍となっている。 

 

ה  ≤ ─  

 

＊地区センター等の館数及び地区センター等が行う社会教育事業は含んでいない 

「岩手県社会教育基本調査」より 

 

公民館の職員数は、平成 17 年度から減少し続け、20 年度 860 人、25 年度は 795 人

と、概ね１割ずつ減少している。これは、公民館減少に伴うものと推測されるが、公

民館数の減少割合よりも職員の減少割合の方が若干大きい傾向も指摘できる。 

一方、職員全体に占める非常勤職員の推移をみると、平成 17 年度から 20 年度にか

けては横ばいだが、平成 20 年度から 25 年度にかけては微増である。このことから、

職員全体数の減少傾向にあって、非常勤職員の割合は維持されているといえる。 

 

 ≤ ─ ≤  

「岩手県社会教育基本調査」より 

（ ）  （ ）  

（ ）  
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市町村教育委員会が主催している社会教育関係職員を対象とした研修数は、平成 17

年度ののべ 91 回に対して、20 年度は 37 回、25 年度には 32 回と減少し続けている。 

また、参加者数も、平成 17 年度はのべ 576 人、20 年度は 457 人、25 年度は 397 人

と年々減少している。 

 

 ─ ≤ ─  

 

「岩手県社会教育基本調査」より 

 

 

以上のように見てくると、その現状を、次のようにまとめることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで、社会教育基本調査をもとに県内の社会教育関係職員の職員数や研修機会

について見てきたが、さらに詳しく市町村の状況を把握するために社会教育関係職員

の研修に関するアンケート調査を実施することとした。 

 

 

 

 

 

35 市町村  

  

48 市町村  33 市町村  

１ 最近約 10 年間においては、社会教育関係職員の全体数（首長部局所管の地区セン  

ター等の職員は含まない）は減少傾向にあるが、非常勤職員数は概ね維持されてお  

り、結果的に全体に占める割合は、増加傾向がみてとれる。  

２ 公民館数の減少の一方で、そこで実施される社会教育事業数は増加傾向にある。  

３ 上記のような状況にあって、それを支える関係職員の研修機会は減少している。  

４ これらの状況は、先に挙げた文部科学省「社会教育報告書」による全国の状況と  

同様の傾向を示している。  
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（２）「社会教育関係職員の研修」に関するアンケート調査結果 

本調査は、平成 26 年度における社会教育関係職員の研修に関して、県内市町村教育

委員会事務局等を対象としてアンケート調査を行い、回答をまとめたものである。 

ア 調査実施の概要 

 （ア）調査対象 

        県内市町村社会教育関係者 

 （イ）回答者 

    県内市町村教育委員会事務局等の社会教育主管課職員研修担当職員 

 （ウ）調査期間 

    平成 26 年 12 月  

 （エ）回収率 

100％（33／33 市町村） 

 

イ 調査結果の分析 

  今回の調査結果と、平成 21 年度調査結果の共通する項目を比較しながら分析する。 

（ア）社会教育関係職員の研修費の有無 

     研修費（研修会開催経費、参加旅費等）を予算化している市町村は 23 市町村（約

７割）であり、予算化していない市町村は 10 市町村（約３割）である。市町村に

おける職員一人当たりの研修費は、平均 3,792 円となる。 

平成 21 年度調査では、31 市町村（９割弱）が予算化しており、市町村の職員

一人当たりの研修費は平均 5,648 円であった。 

合併により市町村数が減っているため割合をもとに比較すると、予算化してい

る市町村は約２割減り、職員一人当たりの研修費は 1,856 円減少した。 
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（イ）研修の予算額 

     研修の予算額は「予算なし」が 10 市町村と最も多く、次いで「５万～10 万円」

（５万円以上１０万円未満）の８市町村、「１～５万」（５万円未満）が４市町村

となっている。 
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（ウ）一人当たりの研修費 

一人当たりの研修費は「1～5,000 円」（5,000 円未満）が 10 市町と最も多い。

次いで「10,001～20,000 円」（10,001 円以上 20,000 円未満）が７市町、「5,001

～10,000 円」が４市町、「20,000～30,000 円」が２村となっている。 

一人あたりの研修費では、町村部のほうが、比較的高い傾向にある。 
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（エ）市町村が独自に実施している研修機会の有無 

市町村教育委員会で独自の研修会を実施しているのは５市町村あり、残り 28 市

町村では実施されていない。平成 21 年度と比較して２市町村減少している。 

実施している市町村の研修回数は、１回が 1 市、３回が２市町、５回が１市で

あった。10 回以上の実施は１市あった。 

 

 ⅜ ⌐ ⇔≡™╢ ─  

 

 

（オ）他機関が実施する研修への参加状況 

全ての市町村が、他機関が実施する研修への派遣を実施している。派遣先は、

全ての市町村で当推進センターへの派遣を行っており、そのうちの 19 市町村は

それ以外への派遣も行っている。 
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（カ）研修機会に対する研修担当者の評価 

社会教育関係職員の研修機会に関する担当者の評価は、「十分である」「どちら

かといえば十分である」を合わせると 16 市町村（48.5％）であるのに対して、「不

十分である」「どちらかといえば不十分である」を合わせると 17 市町村（51.5％）

であった。研修の機会を十分と考える市町村と、不十分であると考える市町村の

割合はほぼ同じである。 

平成 21 年度は「十分である」「どちらかといえば十分」を合わせると 16 市町村

（45.7％）、「不十分である」「どちらかといえば不十分である」を合わせると 19 市

町村（54.3％）であった。 

平成 21 年度と 26 年度の評価の状況は概ね変わっていないといえる。 

 

10 ⌐ ∆╢ ─  
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（キ）研修を進めるうえでの阻害要因 

研修を進めるうえで阻害要因となっていることとして、「業務が多忙であり、人

的余裕がない」と回答した市町村が 30 市町村（91％）あった。次いで「研修日程

が合わず参加しにくい」が 17 市町村（52％）、「研修会場が遠くて参加しにくい」

が 15 市町村（45％）、「研修に対する予算が少ない」が 12 市町村（36％）となっ

ている。 

平成 21 年度と 26 年度では選択項目の内容に若干の差異はあるが、概ね同様の

傾向が見られ、課題意識は変わっていないといえる。 

 

11 ╩ ╘╢℮ⅎ≢─  
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（ク）優先度が高いと考える研修内容 

優先度が高い研修内容として、「事業を企画立案、運営する力」を 29 市町村（約

９割）が挙げている。 

次いで「住民ニーズや学習課題を把握する力」は 24 市町村（約７割）、「社会教

育・生涯学習に関する知識・理論」22 市町村（６割強）、「各分野の指導に関する

知識技術」17 市町村（約５割）となっている。 

平成 21 年度でも、ほぼ同様の傾向が見られた。 

選択項目に若干差異があるので一概には比べられないが「事業を企画立案、運

営する力」は、平成 21 年度、26 年度ともに高い。 

平成 26 年度は選択項目として「住民ニーズや学習課題を把握する力」が新たに

加わっているが、24 市町村（約 7 割）で優先度が高いとしている。 

 

12 ⅜ ™≤ ⅎ╢  
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ウ 調査結果の考察 

   （ア）研修費について 

 

 

研修費を予算化できていない市町村が増えてきている。予算化している市町村

も、ほとんどは独自に研修を行っておらず、他機関で実施する研修を活用してい

る。 

研修費の維持の面からは厳しい状況にあるといわざるを得ないが、市町村では

公用車等の交通手段を確保するなどの工夫をして研修機会を確保する努力をして

いる。 

研修機会の拡充は職員の業務負担の増加につながるとの懸念や予算確保が年々

難しい状況になってきていることなどから、研修の回数を増やすことには慎重な

姿勢となっていると思われる。 

十分な研修予算の確保が困難であることは各市町村に共通した課題であり、費

用対効果の高い研修のしくみづくりや工夫を検討していく必要がある。 

   

（イ）研修について 

 

 

独自に研修事業を実施していた市町村は、平成 21 年度と 26 年度を比較すると

わずかながら減少した。研修機会については肯定的評価（「十分である」「どちら

かといえば十分である」）と否定的評価（「不十分である」「どちらかといえば不十

分である」）がほぼ半々となった。 

研修の阻害要因としては、市町村の社会教育関係職員は「業務が多忙であり、

それを補うような人的余裕が職場にはない」という回答が９割を超えている。 

21 年度調査と 26 年度調査の課題意識はあまり変化がない。職員の負担をあまり

大きくすることなく、必要最低限の研修機会の確保を図るような方策が求められ

ている。 

     

（ウ）職員に必要な研修の内容 

 

 

 

行財政改革による職員削減が進む中で、職員がなるべく短期間で社会教育事業

を担えるようするためには、限られた研修機会の中で「事業の企画・展開に直結

するような力」「住民のニーズや学習課題を把握する力」を最優先に身に付けさせ

ることを重要視する市町村がほとんどであった。物的にも人的にも制限の大きい

環境下での市町村の悲痛な願いを実感せずにはいられない。 

 

 

 

ᴣǶ ҵǓẉꜗǮƲǤȓș ǍȏǍǱ˲ ̵ ǓǱǋ 

⁸ ǵ ʹ ̝Ǔ ȑƲ ʹǵ˔ ӓȉԝǞǖǱǪǭǔǭǋȒ 

⁸ ǲǶƼ˗ ǵ̔ ɵ᾽ ǲ ǠȒȏǍǱҘƽȋƼ̮ ǵɉɶȸȋἶ

ș ǠȒҘƽǶ ǯȉ ǲ̂ǘǜǢǦǋǯǵ ǋǓǉȒ 
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 ◔ ─ ╩ ⇔≡ 

 

これまで、県内市町村の研修状況や課題などを調査・整理し、市町村独自の職員研修

の実態や研修を進める上での阻害要因、身につけたい力などについて見てきた。 

平成 26 年３月、金ケ崎町より「町の生涯教育を推進している社会教育指導員は、とて

も努力しているが、研修の機会も少なく、新人も多くなった。町の生涯教育を進めてい

くためにも、研修の充実をお願いしたい」との依頼を受けた。 

社会教育関係職員の研修も厳しい状況にあるが、非常勤職員である社会教育指導員の

研修はさらに限られている。しかし、社会教育・生涯学習行政の維持・発展のためには、

社会教育指導員に頼らざるを得ないのが現状であり、一定の知識・技能を身につけても

らうことは必要不可欠である。 

そこで、金ケ崎町と連携し、実際に社会教育指導員（非常勤職員）を対象とする研修

を実践し、それを検証することによって、今後の望ましい研修のあり方について考えて

いくこととした。 

 

（１）金ケ崎町生涯教育の特色と現状  

金ケ崎町は、「人間らしい生活のあり方」を文化ととらえ、その実現を生涯教育に求め、

昭和 54 年６月に「生涯教育の町」を宣言した。町民の学習意欲を啓発し、自主的学習意欲

を尊重しながら学ぶ条件を整え、町民の学習活動を支援する立場から、「生涯学習」ではな

く「生涯教育」との考えであった。「まちづくりは人づくり」の基本理念で、「全ての世代

に生きがいのある生活の確保（生きていく張り合い・生きてゆく幸せ）、年代に応じ、それ

ぞれの能力・個性に応じた生きがいの確保」を掲げ、豊かで生きがいのある生涯教育とい

う考え方でまちづくりを進めている。 

その推進のため、昭和 54 年に組織された「金ケ崎町生涯教育センター」がある。セン

ターは、中央生涯教育センターと街地区生涯教育センター、三ケ尻地区生涯教育センター、

南方地区生涯教育センター、西部地区生涯教育センター、永岡地区生涯教育センター、北

部地区生涯教育センターの６地区センターが町内にあり、それぞれの地区公民館を包括し

て運営している。町長部局と教育委員会の共管組織として町民の学習課題の解決や学習要

求に即した事業を展開し、生涯教育を推進している。  

平成 26 年度に「生涯教育の町宣言」35 周年を迎えた金ケ崎町は、全国的にも生涯教育

推進の先導的な役割を担ってきた。生涯教育の理念に立ち、学校教育、社会教育、文化、

スポーツ、社会福祉、職業能力開発等相互に関連する多様な施策を、自治体が主体的かつ

積極的に展開し、地域をあげて住民が主役のまちづくりを推進している。  

生涯教育 40 周年に向けた新たな展開として、子どもの健やかな成長を目指した「子

育」、食生活や運動を通した健康づくりを目指す「食育」、地域課題の解決や地域づく

りの担い手づくりを目指す「地育」を重点に掲げて取り組んでいる。また、生きがい

のある人生を送るための自己実現を図るとともに、学んだ成果をまちづくりや生涯教

育の充実・推進に活かす「知の循環型社会」の構築を目指している。 
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 ◔ ☿fi♃כ─ ╖ 

生

涯

学

習

推

進

員 

 中央生涯教育センター 

  （中央公民館） 

 4  

役割 生涯教育の総合企画調整 

   町全体を対象とした事業の実施 

 

 
自

治

会

連

合

会 

地 区 生 涯 教 育 セ ンタ

ー（地区公民館･地区

体育館併設） 

 

 

 （一人２つの地区を担当） 

街地区生涯教育センター  地区センター毎 

ה ⁸ 

ה  

 

 

それぞれ配置 

三ケ尻地区生涯教育センター 

 南方地区生涯教育センター   

西部地区生涯教育センター 

永岡地区生涯教育センター 
自

治

会 

北部地区生涯教育センター 

地域活性化委員会 
 

 

（２）社会教育指導員の現状 

「生涯教育の町」の実現のため、地域での住民自治を目指すとともに、住民が地域

の課題を見つけ学び合うことを支援する存在として、中央生涯教育センター及び各地

区センターには社会教育指導員（非常勤）が配置されている。平成 16 年度より、各地

区センターには行政職員が配置されなくなり、現在は、非常勤の所長１名と社会教育

指導員１名で運営されている。社会教育指導員は中央生涯教育センターに４名、各６

地区生涯教育センターに１名、２つの地区を担当している３名の計 13 名が配置され、

各事業を行っている。社会教育指導員の多くは地域住民であり、勤務態勢としては、

水、土、日祝日の休みで、週 29 時間の勤務となっている。未経験者が社会教育指導員

となることも多く、経験年数も多様である。（配置人数・勤務態勢は平成 26 年度現在） 

社会教育指導員は、現場で住民に直接関わり生涯学習や社会教育に関する情報提供

を行うとともに、現代的課題を学習する講座やイベントの企画・運営を行っている。

住民からの学習相談にも応じ、住民自治の担い手を育むという重要な支援に携わって

いる。また、地区自治会連合会や老人クラブ、学校との連携事業の企画運営、地域の

人材の活用、三世代交流を目的とした事業など、直接住民と関わりながら各種事業に

取り組んでいる。県内各地域の公民館と同様に、年間に取り組んでいる事業、学級・

講座や施設管理の仕事など業務量は多く、表２から分かるような幅広い事業を担当し

ている。 

社会教育指導員の研修に関して、教育委員会等はここ数年、年に１回先進地視察研

修を行っている。社会教育指導員には、地域住民の学習機会の充実や生涯教育を広く

推進する実践力や専門性が求められており、その力量を培うために実践的な研修や学

習機会が必要となってきている。 

 

 

 

 

 

 

１ 各地区センターでは非常勤の所長と社会教育指導員（週４日 29 時間勤務）が、限られ

た時間の中で多様な事業に取り組んでいる。  

２ 社会教育指導員は、各事業、自治連合会等との連携事業など、幅広い業務を担当して  

いる。 

３ 社会教育指導員は未経験者も多く、専門性や実践力を高めるための研修が必要である。 
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（１）運営体制 

項目 事業内容 期日 

地区センター運営懇談会 ・地区センターの運営、事業内容の検討、地区内行事の調整等 4 月 21 日 

生涯学習推進員会議 ・地区センクー事業内容の検討及びＰＲ活動 随時 

学社連携会議 ・家庭教育事業、少年教育事業、子供会活動、連携事業の検討 4 月 21 日 

 

（２）生涯学習情報・広報活動 

項目 事業内容 期日 

地区館広報の発行 

･センター事業のPR、各種グループの活動紹介、地区の情報提供、

センター行事、幼稚園・小中学校の行事、各種グループの定例活

動日、町主要行事 

毎月 

学習資料・活動状況等展

示 

･各種団体・個人の活動発表及び展示、地区センター事業の活動展

示、各種学習情報詰の展示 
随時 

 

 

（３）生涯各時期に応じた学習機会の提供 

項目 事業内容 期日 

家庭教育学級 

「あすなろ学級」 
・講演会 6 月 14 日 

家庭教育学級 

「おひさま学級」 
・講演会 10 月 18 日 

家庭教育講演会 ・講演会 6 月 28 日 

こども明興塾 ・キッズクッキング、スポーツ教室 
7 月 29 日 

1 月 13 日 

こども移動教室 ・学習会、見学研修 8 月 8 日 

明興塾 ・成人教育、移動研修 
2 月 13、20 日 

10 月 23 日 

新春講演会 ・講演会 1 月 17 日 

新春書初会 ・年代に応じた課題による書初め 1 月 8 日 

地区の活動を語る集い ・自治会及び各団体の活動状況の発表、記念講演会 1 月 17 日 

趣味講座 ・陶芸教室、料理教室 
8 月 21 日 

11 月 14 日 

いきがい講座 
・春季スポーツ交流会、講演会（全町対象）、秋季スポーツ交流会、

冬季スポーツ交流会（スマイルボーリング大会） 

5 月１日 5 月

下旬 10 月 6

日 1 月 22 日 

 

（４）地域づくり活動の支援 

項目 事業内容 期日 

自治会及び自治会連合会

の活動支援 

・自治会活動補助、自治会連合会活動費補助、情報提供・連絡調

整等、囃子屋台運行の支援 
随時 

地域活性化委員会の活動

支援 
・文化祭の事業拡大、街地区雪祭りの開催、新春講演会の充実 

10 月 18 日 

1 月 25、17 日 

地区敬老会 ・式典、アトラクション 9 月 14 日 

講演会 ・講演会、リーダー研修 7 月 5 日 
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（５）社会体育の振興 

項目 事業内容 期日 

体育協会街支部への活動

支援 

・体育協会街支部へ支援、町内一周駅伝へ支援、春・秋季城下町

ＧＧ大会支援 

11 月 2 日 

5 月 19 日 

9 月 27 日 

地区運動会 ・自治会対抗運動会 7 月 20 日 

グラウンド・ゴルフ交流 ・自治会対抗グラウンド・ゴルフ大会（春・秋） 
6 月 12 日 

10 月 17 日 

スポーツクラブヘの支援 ・登山交流会、ニュースポーツ交流会 
6 月 8 日 

10 月 5 日 

（６）芸術、文化活動の促進 

地区文化祭 
･学習グループの活動展、学習グループの発表会、創作品の展示、

ふれあいバザー 
10月 10～19日 

読書普及推進 ･読書普及推進員との連携、図書の貸し出し 年間 

        「金ケ崎町街地区生涯教育センター事業計画」より 

 

 

（３）１年次の主な取組 

   金ケ崎町と連携して研修を進めていく際に、これまでの実態を踏まえ、表３に示した

「基本的な方向性」に基づき進めていくこととした。 

   

  ─ ─ ⌂  

▪ ◔ ≤─ ה  

 社会教育指導員の研修を企画実践していくうえで、担当者と常に連絡調整に心がけ、

金ケ崎町の実態を踏まえた効果的な研修ができるよう配慮していく。そのためにも、担

当者等との定期的な協議を進めていく。 

▬ ─  

研修を実施する際に、研修担当者や社会教育指導員の大きな負担とならないように

配慮する。また、必要とされる研修に優先順位をつけ、金ケ崎町の独自研修と当センタ

ーの研修を効果的に組み合わせて実施していく。 

► ─ ≤ ⌂▪fi◔כ♩─  

社会教育指導員の研修等へのニーズや研修後の意識変容などを把握するために、調査

方法を工夫（アンケート調査、ワークショップによる調査、聞き取り調査）し、継続的

で多様な観点からの調査に努める。 

◄ ┼─ ┘  

社会教育指導員の日々の業務不安を解消するため、メール等を有効に活用して情報

提供や相談対応などの支援に心がける。 

 

  また、表４には、上記の基本的な方向性に基づき、今年度実践した項目についてまと

めた。 
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 ⌐ ∫√ ⌂  

 ▪ ◔

≤ ─

ה  

▬ ─  

（セ）：推進センター主催 

（金）：金ケ崎町主催 

► ─

≤ ⌂

▪fi◔כ♩─  

４月  

( 情報共有、年間の見通し)  

○電話メールによる協議  

  

５月  ᵑ ☿  

 ７名参加、意識調査→ｐ21 
 

▪fi◔כ♩ ᵑ 

 （ ה ה  
 ᵒ ☿  

 13名参加、意識調査→ｐ21 

６月    

７月  

( 研修の見通し、情報交換 

研修会打合せ)   

 

 

 

 

 ᵓ ☿  

 金ケ崎町職員を対象に実施 

  研修希望・意識調査→ｐ22 

⌐╟╢ŋ 

 （ ה  

８月  ᵔ ⱪ꜡◓ꜝⱶ ☿  

 ７名参加、研修実態調査→ｐ22 

▪fi◔כ♩ ᵒ 

 （ ה ה  

９月    

10月  

( 研修の見通し、情報交換)  

 

 

 

 

 ᵕ ה 120%▪♇ⱪ☿Ⱶ♫כ  

 研修意識調査→ｐ23 

▪fi◔כ♩ ᵓ 

 （  

11月    

12月  ᵖ    

 各地区センターを訪問し聞き取り調査 

ќｐ24～26 

⅝ ╡ ᵑ  

 

１月  ᵗ   

 ◄ ┼─ ┘  

メール等を活用し、年間を通し継続的に情報提供と相談支援を行った 

※ ► ⁸▪fi◔כ♩─ ─ ⌂ │⁸ ─ ╡≢№╢ 

    ⇔≡™╢ ה  ⌐≈↑√™ ה  ⇔√™  

⁸ ה   ╖╛ ┼─  
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ア 金ケ崎町との主な協議 

 （ア）第１回合同協議 

日 時 ４月17日（木） 

場 所 県立生涯学習推進センター 

参加者 
金ケ崎町教育委員会教育長、同町中央生涯教育センター職員２名 

当センター所長、社会教育主事２名 

内 容 

社会教育指導員の研修が必要な背景、社会教育指導員に求める能力や資

質、経験年数や業務内容等の情報をもらった。また、研修については以下

の点を確認した。 

・社会教育指導員の抱える業務上の課題や研修したい内容などを、随時アン

ケート調査を行って把握する。 

・研修を行う時間帯は、午後３時～５時が参加しやすい。 

・必要に応じて町研修担当者との連絡調整を行う。 

・研修後には、社会教育指導員へ業務に関するアドバイスをするなどのフォ 

ローを行う。 

 

（イ）第２回合同協議 

日 時 ７月２日（水） 

場 所 金ケ崎町中央生涯教育センター 

参加者 
町中央生涯教育センター職員２名（研修担当者） 

当センター部長、社会教育主事２名 

内 容 

５月に社会教育指導員を対象に行ったアンケート結果を基にしながら、今

後の研修の内容等を検討した。 

・町主催の広報研修について日時と内容を確認した。 

・運動会・敬老会等のイベントがある時期や来年度計画を立てる年度末は 

研修時間の確保が難しい。 

・当センターで実施する研修へ積極的に派遣するように依頼し、研修の周知

について中央生涯教育センターが行うことを確認した。 

 

 （ウ）第３回合同協議 

日 時 10月17日（金） 

場 所 金ケ崎町中央生涯教育センター 

参加者 
町中央生涯教育センター職員１名（研修担当者） 

当センター社会教育主事２名 

内 容 

社会教育指導員の研修に関する打ち合わせと情報交換をした。 

・７月に社会教育指導員等を対象に実施したアンケート等を基にし、今後

の研修のあり方を検討した。 

・社会教育指導員は、地域の特性に応じた効果的な事業の実施やその評価

について悩んでいる。 

・今後の地区生涯教育センターの事業・業務の予定を確認した。 
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イ 研修   

（ア）生涯学習推進センター主催の研修 

 ①出前講座 社会教育関係職員研修会 

日 時 7月17日（木） 

場 所 金ケ崎町中央生涯教育センター 

対象者 町社会教育指導員及び文化財調査員（11名参加） 

内 容 

第２回合同協議を受け、当センターの職員をファシリテーターとして、今

後の研修で学びたいことをテーマにワークショップ形式で研修を実施した。 

・中央生涯教育センターと各地区生涯教育センターの社会教育指導員が一 

堂に会し研修や情報交流を行ったのは初めてであり、「新鮮であった」と

の感想が多く出された。 

・互いの悩み等を率直に話す時間を設け、社会教育指導員間のネットワー 

ク作りを図った。 

・研修してみたい項目としては「コミュニケーション能力、話し合いの合 

意形成のとり方」「各領域、各時期の教育に関する知識・技能」「学習手法、

事業プログラム」等が挙げられた。 

・研修後には、研修してみたい項目や研修の実施時期への希望、業務での悩 

み等について、アンケート調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②生涯学習推進センター会場の研修への派遣 

協議結果を受け、専門的知識と力量を身に付けさせるために、当センター主催の各種

研修への参加を促したことにより、昨年度に比べ、表５の通り参加者が大きく増加した。

社会教育指導員等研修会には、金ケ崎町社会教育指導員13名全員が参加した。 

研修費の増額や人的な措置を講じなくとも、研修に対するモチベーションを上げるこ

とで、このような結果が期待できるということは特筆したい。 

研修会後には、受講した金ケ崎町社会教育指導員に対してのアンケート調査を、毎回

実施し意識の変容を探った。 

 

 

 

⌐ ⌐ ╡ ╗  
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 ◔ ─  

研修講座名 25年度 26年度 研修内容 

新任社会教育関係者研修講座 1名 7名 
生涯学習推進のための基本的な

知識や技能 

社会教育指導員等研修会 4名 13名 
社会教育指導員の職務に必要な

専門的知識や技能 

事業プログラム専門研修講座 2名 7名 
事業プログラムを開発するため

の専門的知識や技能 

子育てサポーター養成講座 0名 1名 

家庭教育・子育て等に関する専門

的知識やカウンセリングの知識

や技能 

 

（イ）金ケ崎町主催研修 

    平成26年度は独自研修を３回実施することができた。平成25年度に金ケ崎町が主催

した社会教育指導員対象の研修会は、先進地視察の１回であった。 

 ◔ ⅜ ⇔√ ─  

 平成25年度 平成26年度 

金ケ崎町独自研修会 １回 ３回 

 

①広報・企画力120％アップセミナー 

日 時 10月17日（木） 

場 所 金ケ崎町中央生涯教育センター 

対象者 金ケ崎町職員（社会教育指導員は５名参加） 

内 容 

『実例でよくわかる! 人が集まるチラシの作り方単行本』の著者である坂

田静香氏(NPO法人男女共同参画おおた理事長) を講師に、「主催者としての

心得、ターゲットの絞り方」「胸に響くタイトルの付け方」等について実

践的に使える研修が行われた。アンケートに対して、「勉強になった」「講

師の教え方が良かった」との感想が出された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☿Ⱶ♫כ─  ☿Ⱶ♫כ─  
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②社会教育指導員視察研修会 

日 時 12月５日（金） 

場 所 岩手大学 

対象者 金ケ崎町社会教育指導員等（８名参加） 

内 容 

先進地視察研修として、岩手大学を訪問し、研究成果や知的財産を地域へ

普及・還元する取組について学んだ。 

・岩手大学のミュージアムを自由に見学し、地域連携機構の取組を聞きな 

がら、留学生たちと交流をした。 

・「生涯学習計画論」の講義を聞き、計画の重要性や事業目的等の理解を深

めた。 

・研修後、社会教育指導員から聞き取り調査をしたところ、「地域連携推進

機構の科学をツールとしたコミュニケーションづくりの実践などが、講座

などの事業の参考になった」と話していた。 

 

③金ケ崎町・岩手大学生涯学習推進フォーラム 

日 時 １月15日（木） 

場 所 金ケ崎町中央生涯教育センター 

対象者 金ケ崎町生涯教育関係者等 

内 容 

・特別講義「生涯教育による人づくり・まちづくりを推進するための課題」 

      ～生涯学習・生涯教育アンケート調査から」～ 

・ﾊﾟﾈﾙﾄｰｸ「生涯教育による人づくり・まちづくりを推進するための課題」 
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ウ 継続的な社会教育指導員の実態把握・意識調査 

（ア）アンケート調査① 

日 時 ５月16日（金）、23日（金） 

機 会 新任社会教育関係者職員研修講座、社会教育指導員等研修講座 

目 的 
・担当している業務内容や身につけたい力に関する把握 

・業務上の悩みや意欲に関する把握 

回答者 金ケ崎町社会教育指導員13名 

結 果 

・多様な業務を担当しており、専門的な知識や技能を必要とする社会教育事 

業の実施等には不安を持っている。 

・地域住民からの多様な要望・要請に戸惑っている。 

・地域・住民の課題やニーズを捉えて「事業プログラムを企画・運営」する

ための「実技研修、体験的研修」が必要と考えている。 

・コミュニケーション能力が必要と考えている。 

  

13  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 ⌐≈↑√™  
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（イ）ワークショップによる調査 

日 時 ７月17日（木） 

機 会 社会教育関係職員研修会 

目 的 
・希望する研修内容等に関する調査 

・業務上の悩みや意欲に関する調査 

回答者 金ケ崎町社会教育指導員９名、文化財調査員２名 

結 果 

業務を進めるにつれて、研修してみたい項目に変化がみられるかを、ワー

クショップを行いながら調査した。また、業務上の不安・聞きたいこと、研

修の実施時期についてアンケートを実施した。 

「研修してみたい項目」として挙げられた上位６項目（24項目中）は以下の 

通りである。 

・接遇、コミュニケーション、合意形成に関する研修 

・各領域の教育に関する知識・技能を身につける研修 

・人的ネットワーク形成に関する研修 

・効果的なチラシや情報誌の作成に関する研修 

・学習手法、学習プログラムへのアドバイスに関する研修 

・各時期の教育に関する知識・技能を身につける研修 

 

（ウ）アンケート調査② 

日 時 ８月21日（木） 

機 会 事業プログラム開発専門研修講座 

目 的 
・研修の満足度・理解度に関する調査 

・業務上の悩みや意欲に関する調査 

対象者 金ケ崎町社会教育指導員７名 

結 果 

研修の満足度・理解度は、図15の通りである。 

・「事業目的の描き方、事業の目的に沿った進め方がとても参考になった」 

「地域の問題点を取り上げるだけでなく、どのように起案し、運営してい

くかの流れを学べた」など、高い評価が得られた。 

・「地域の課題の見つけ方をもう少し知りたい」という意見もあった。 

 

15 ⱪ꜡◓ꜝⱶ ─ ה  

 

 

 

 

 

 

 

（「とても役立つ→４ 役立つ→３ あまり役立たない→２ 役立たない→１」として７名の平均値を算出） 
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（エ）アンケート調査③ 

日 時 10月17日（木） 

機 会 広報・企画力120％アップセミナー 

目 的 研修の満足度・理解度に関する調査 

対象者 金ケ崎町社会教育指導員５名 

結 果 

研修実施後の満足度・活用度の状況は図の16の通りである。 

・全員が「主催者としての心得、ターゲットの絞り方」が参考になったと答

えていた。 

・「タイトルの付け方やポップの使い方で見やすいチラシを作ることができ

る」「チラシのポイントが分かり、インパクトをつけられる」など、全員

が「明日から実践出来ることがある」と答えていた。 

 

 

16  

 

 

 

 

 

 

 

 

（「とても役立つ→４ 役立つ→３ あまり役立たない→２ 役立たない→１」として５名の平均値を算出） 
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（オ）聞き取り調査 

日 時 12月16～19日（火～金） 

機 会 各地区生涯教育センターを訪問 

目 的 今年度の振り返り（業務上の悩みや意欲に関する調査） 

対象者 金ケ崎町社会教育指導員 

結 果 

社会教育指導員の方々に「今年度を振り返っての業務の様子」や、「スキ

ルアップをしたいと思ったときはどんなときか」、「研修を振り返ってどのよ

うに活用なされているか」などのほか、「日頃感じたり考えたりしているこ

と」を、各地区センターを訪問して聞き取り調査をした。 

多くの指導員が、研修の必要性を感じており、研修を重ね振り返ることで

自己の変化に気づくことができていた。（以下の『社会教育指導員訪問調査

の要旨』を参照） 

 

 

 

【社会教育指導員訪問調査の要旨】 

○研修の必要性を感じることができた  

・事業を計画しても参加者が思うように集まらず、地区センターだよりやチラシの

配布だけではどうにもならなかった時に、その他手立てはないか考え、研修した

内容が思い出された。（３） 

・計画を実施していて、必要な事業なのかどうかを考えるときに役立った。（２） 

・自分に自信がないのでいつも研修が必要だと感じている。 

・有意義だった。考え方、企画の仕方はためになった。実際に悩んだり迷ったりす

るのは、現場での効果的な進め方や文書・書類の簡潔な作成方法など実践的なこ

とだった。 

・1 年目ということもあり、社会教育がどのようなものなのか分からなかったので、

研修が必要だと感じた。 

  

○研修を重ね、振り返ることで自己の変化に気づくことができた  

・企画や、チラシでの考え方が参考になった。地域の課題は何か考えた。（２） 

・気持ちの持ち方というか、意識をもっと持たなければと思った。もっと自分のた

めにも地域のためにも勉強しなければならないと思った。 

・目的を頭に置いて進めるようになった。 

・視野が広がった。 

・よく分からない。 

・相談できるようになったので、何かあったときに頼れるようになった。 

・社会教育に対する関心が深まった。 
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○研修した内容が日常業務に活かされはじめてきた  

・あまり変わらない。（３） 

・効率が上がった気がする。（３） 

・効率が上がったと思っているが、行動に反映されているかまだ不安である。 

 

○社会教育に「やりがい」を感じることができるようになってきた  

・感じる。（５） 

・地区の方に喜んでもらえるとうれしいが、自分で大丈夫なのかいつも不安である。 

・現状では正直分からない。 

 

○研修することで必要なスキルが身についてきた  

・今年度は 1 回しか研修を受けることができなかったが、「気づき」が大切だという

ことは頭に入れておきたい。 

・色々な話を耳に入れておくと、企画する際のヒントになるので良かった。（２） 

・事業を行う時、何に重点をおくかを知ることができた。（２） 

・生涯学習＝社会教育だと考えるのは間違いで、生涯学習は社会教育よりも広い活

動を対象としているということが分かった。 

 

○研修することで見通しが持てるようになってきた  

・事業が毎年増えていく中で、事業の必要性について見極める。（２） 

・事業を起こす際、目的を考える。（２） 

・常にアンテナをはって、情報を得ることも併せ地域の皆さんの役に立てればと思

う。 

・事業等を行う際には、対象を広くするのではなく、絞ることにより参加者を増や

せるということを学んだので、このことを生かしてみたい。 

 

○研修することで次へのモチベーションが高まりはじめた  

・ボランティア、レクリエーション、体操・エクササイズ、科学実験等の事業の企

画をしてみたい。（４） 

・研修を受けても、時間がたつとポイントを忘れてしまうので、企画について、課

題についてなど基本を教わりたい。（２） 

・様々な人の生涯学習計画論を聞いてみたい。 
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○その他、業務上の悩み等  

・多くの指導員が事業の企画・講師選びが大変だと話しており、業務多忙の中「地

域の課題解決」や「地域づくり」につながる事業を企画する時間がない様子であ

った。 

・社会教育の事業のみではなく、地区センターの全ての業務をこなさなければなら

ず、多忙である。センターの維持管理・清掃・受付業務のほか、来客対応などに

追われ、午前は座る暇もないとの地区もあった。 

・社会教育指導員になる前には、社会教育・生涯学習との関わりを持っておらず、

指導員になっても社会教育について理解を深める機会が少ない。 

・地区センター社会教育指導員として、「地域の人と関わりながらできる仕事にやり

がいがある」との声も聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

─  
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（カ）アンケート調査・聞き取り調査からみた意識の変化 

今年度の取組で、社会教育指導員の意識にどのような変化があったのか、年間を通

した実態把握・意識調査から、表６にまとめた。 

 

 ▪fi◔כ♩ ה ⅝ ╡ ⅛╠╖√ ─  

月 社会教育指導員の声 

５

月 

【不安感】 

・始まったばかりで、自分の立ち位置が分からず、相談したいことは山積みである。  

・住民が生涯学習に何を求めているのか分からない。住民の意識調査等の研修があると良い

と思う。 

 

【疑 問】 

・地区によって、業務の仕方に違いがありこれでいいのかと思う。 

 

【多忙感】 

・企画・運営について、ほぼ一人で行わなければならず、他団体との共催事業についても、

地区センターで主にならなければいけない事が多い。 

 

７

月 

【不安感】 

・正解が分からないのでいつも不安である。 

 

12

月 

 

【満足感】 

・事業を起こす際、地区民の気持ちがどこにあるのかを考えるようになり、ねらいを決めや

すくなった。 

・視野が広がった。 

・研修を受けて、地区センターだよりの作成時に効果的なタイトルをつけるポイントがつか

めた。 

・社会教育に対する関心が深まった。 

 

【意 欲】 

・気持ちの持ち方・意識をもっと持たなければと思った。 

・自分のためにも地域のためにも勉強しなければならないと思った。  

・地域の課題は何かを考えた。 

・研修を受けても時間がたつとポイントを忘れてしまう。企画等についての基本を教わりた

い。 

・常にアンテナをはって、情報を得るように心がけたい。 

・地域の皆さんの役に立ちたい。 

・地域おこしに関するイベントなどやってみたい。 
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（４）１年次の取組のまとめと２年次の方向性 

  

ア 金ケ崎町担当者との連絡調整・協議 

  ○年３回の合同協議を実施した 

   合同協議において、社会教育指導員に研修が必要な背景や勤務態勢、業務予定、金

ケ崎町と推進センターそれぞれの研修計画などを確認した。その上で、金ケ崎町独自

の研修の立案や推進センターの研修への派遣計画等についての考え方を共有するこ

とができた。 

しかし、既に年度の事業が動き出していた時期であったため、研修への参加日程の

調整が困難を極める状況であった。もっと早い段階で両者の計画をすりあわせて、研

修機会を確保する必要があった。 

また、普段より電話やメール等で研修の具体的内容や運営について打ち合わせを行

い、協議の補完を行った。 

 

 

 

 

 

 

イ 研修機会の確保 

○研修機会が増え、当センター研修への参加者も増加した 

 平成25年度に比べ、金ケ崎町の独自研修は１回から３回に、当センター研修への参

加者はのべ７名から28名に増加した。研修機会が確保されたことにより、社会教育指

導員のスキルの向上と自己啓発を促し、次の研修への意欲が高まっていく姿が見られ

るようになった。 

来年度も社会教育指導員の過負担にならないように配慮しつつ、研修へ参加しやす

い環境を整え、研修機会の拡充に努めたい。 

 

○金ケ崎町独自研修と当センター研修の効果的な組み合わせに配慮した 

主に、理論的な研修は当センターの研修を活用し、実践的な研修は金ケ崎町主催で

実施した。両者の研修を効果的に組み合わせることにより、社会教育関係者に必要な

知識・技能の修得につながる研修機会となるように配慮した。 

 

○ニーズに応じた研修への参加を促した 

５月のアンケート調査から身につけたい力や悩みなどを分析し、社会教育指導員の

ニーズが高く現場ですぐに活用できる「事業プログラム」「広報・チラシ」「コミュニ

ケーション」に関する研修への参加を促した。日程が合わず全ての参加は難しく、当

センター研修への参加は「事業プログラム研修」のみとなった。「広報・チラシ」に

関する研修は金ケ崎町が独自に実施し、指導員はそちらに参加した。 

社会教育指導員の参加した研修に対する満足度は、どれも高い肯定的評価を得るこ

とができた。 

【方向性】 

・次年度計画について、前年度中に金ケ崎町研修担当者と合同協議を行う。 

・機会をとらえて連絡調整に心がけ、担当者との情報共有に努める。 
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ウ 社会教育指導員の実態把握と継続的なアンケートの実施 

○多様な観点からの実態把握に努めた 

 以下６つの視点で調査をすることで、社会教育指導員がおかれている状況が明らか

になった。 

 ・担当している業務内容 

・身につけたい力に関する把握 

・業務上の悩みや意欲に関する把握 

・希望する研修内容等に関する調査 

・研修の満足度・理解度に関する調査 

・業務上の悩みや意欲に関する調査（今年度の様子、振り返り） 

 

○継続的に調査を行った 

当センター主催の研修では、研修後のアンケート調査により満足度等を把握してき

た。今回は年間を通して金ケ崎町と連携ができるメリットを活かし、地区生涯教育セ

ンターの社会教育指導員がどのような研修をしたいのか、業務上の課題は何かなどに

ついて継続的に調査を行った。 

年間を通してみると、悩みや身につけたい力に変化が見られ、その結果を担当者と

も共有することができた。金ケ崎町担当者からは、指導員の希望する研修、普段では

分からない考えや悩みを知ることでき参考になったとの声も聞かれた。 

しかし、ある程度の意識の変容を見ることはできたが、アンケート項目の整合性に

課題があったため、個人レベルの明確な変容状況の把握には至らなかった。 

 

○調査方法の工夫をした 

細かな実態把握・意識調査ができるように、紙媒体アンケート、聞き取り調査・ワ

ークショップによる調査と三つの手法を組み合わせた。 

その結果、指導員にとっての研修の効果や活用の実態を把握するができた。また、

研修に対するニーズや意識の変容などが、ある程度明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

【方向性】 

・今年度と同様に記述調査以外の方法も使い、継続的な実態把握・意識調査

を進める。 

・自身でも研修効果を把握できるようにするため、統一した質問項目による

意識の変容の調査を進める。 

【方向性】 

・過負担にならないよう配慮しつつ、研修機会の拡充に努める。 

・町独自研修とセンター研修の効果的な組み合わせに配慮し研修計画を立て

る。 

・社会教育指導員のニーズと社会教育関係者として求められる専門性の確保と

のバランスに留意した研修を行う。 
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エ 社会教育指導員への情報提供及び支援 

○日常的な情報提供及び支援を実施した 

メール等を有効活用し、社会教育指導員にセンター研修の情報提供等をして関係

づくりを進めた。研修に参加できなかった指導員に、研修内容や研修後のアンケー

ト結果などを提供し、研修効果を共有できるようにした。 

その結果、地区センター利用集計の手法や高齢者を対象とした講座の講師紹介の

相談などもあり、随時対応した。地区生涯教育センターの子供を対象とした事業の

講師としての依頼もあった。 

社会教育指導員からは「センターに気軽に相談できるようになったので、頼れる

ようになった」との声も聞かれ、センターへ直接相談できる関係づくりができた。

その結果、社会教育指導員への業務支援等も行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【方向性】 

・地区センターの業務が充実するよう、年間を通じた情報提供及び支援を継続

する。 

・社会教育指導員が互いに業務支援、意見交換などができるような横のつなが

りをつくる、ＳＮＳの活用を促していく。 
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⌂  

 

１ 『社会教育調査報告書』           （文部科学省 平成 14、17、20、23 年） 

２ 生涯学習分科会『社会教育の推進を支える人材の在り方に関する基礎データ集』 

（文部科学省生涯学習政策局 平成 24 年） 

３ 中央教育審議会『生涯学習分科会における議論の整理（案）』       （平成 25 年） 

４ 『社会教育主事の専門性を高めるための研修プログラムの開発に関する調査研究報告書』 

（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 平成 20 年） 

５ 『公民館に関する基礎資料』 

（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 平成 17～25 年） 

６ 『公民館の事業及び運営の実態に関する調査報告書』 

（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 平成 22 年） 

７ 『岩手県社会教育基本調査』                    （平成 17～25 年） 

 

８ 『生涯学習にかかわる専門的職員の養成に関する研究』 

（岩手県立生涯学習推進センター 平成 16 年） 

９ 『社会教育関係職員・委員を対象とする研修の充実方策に関する調査研究』 

（岩手県立生涯学習推進センター 平成 22 年） 

10 岩手県金ケ崎町「生涯教育の町」宣言 30 周年記念大会『人づくりまちづくりを求めて 30

年』                        （岩手県金ケ崎町 平成 21 年） 

11 『金ケ崎町の教育』               （金ケ崎町教育委員会 平成 26 年） 

12 『金ケ崎町 教育振興基本計画平成 23～27 年』   （金ケ崎町教育委員会 平成 23 年） 

13 『生涯学習・社会教育行政必携』   （生涯学習・社会教育行政研究会 編集 平成 24 年） 

14 『生涯学習辞典』                  （日本生涯教育学会 編集 平成 17 年） 

15 『21 世紀への人づくりまちづくり 岩手県金ケ崎町生涯教育の実践』 

               （塚本哲人・古野有隣・山路勝男編著 日常出版 昭和 60 年） 
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